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サービス産業における業界競争状況と
経営環境諸動向との関連
廣田俊郎
I 序
本論は，サービス産業における業界競争状況とはどのようなものである
のか，そしてそのような業界競争状況を取り巻く経営環境諸動向には，ど
のようなものがあるのかを明らかにすることをねらいとするものである。
ここで業界競争状況として取りあげるのは現在サービス業各社が提供し
ているサービスをめぐっての価格競争と品質競争の程度がどのようなもの
であるのかという現時点における競争の厳しさについての検討に加え，将
来的に新規参入者が現れたり，代替的サービスによって覆き換えられたり
する脅威がどの程度あるのかということの検討も含んだものである。また
経営環境動向としては，各種の技術革新の影響がどの程度のものであるの
かについての検討をまず行う。すなわち，サービス業にインパクトを与え
ている技術革新は電子・情報系技術だけなのか，資源・エネルギー技術，
輸送関連技術，廃棄物処理技術などもインパクトを与えているのではない
のかを明らかにしたい。さらに，政府規制によって経営行動が拘束されて
いる程度がどのようなものであるのかも明らかにしたい。そのうえで規制
緩和がどの業種について，どのような法律の改正を通じて図られているか
などの検討も行いたい。このように業界競争状況とそれを取り巻く経営環
境動向をそれぞれ解明した後，それらの相互作用関係がどのようなもので
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あるのかの解明に取り組みたい。そして，経営環境動向と業界競争状況と
の相互作用の中から，その業界において競争の決め手となる「戦略的競争
要因」が決まってくるということを明らかにしたい。
I 分析フレームワーク
サービス産業の業界競争状況の解明を行うにあたって， M. ポーターに
よる 5つの競争要因の理論を参照することができると思われる。 M. ポー
ター (1980)は，経営戦略を策定するためには，市場における既存の売り
手との競争関係だけでなく，供給業者との交渉，買い手との交渉を行う必
要があると論じた！）。さらに，企業は，潜在的な参入者との競争の可能性も
考慮しながら，戦略行動決定を行っていく必要があると主張し，潜在的参
入者の脅威，代替物売り手の脅威にも備えなければならないと主張した。
その主張を図示したものが図 lの中心部の点線で示した楕円の中に描かれ
た部分である。
ただしサービス産業企業は，ポーター (1980)の主張する 5つの競争要
因に加えて，技術革新の影響にも対処していく必要がある。コンピュータ
技術，通信技術などの技術革新が5つの競争要因のそれぞれに影響を及ぽ
していると考えられる。また法規制のあり方も 5つの競争要因に影響を及
ぽしている。規制緩和とは，楕円で示した競争の場が，より自由度が増す
ような方向に変えられようとしている動きのことであると言える。
これらの技術革新の影響と法規制の影響とは，相互に無関係なものでは
ない。タイム・ラグをおいてではあるが，相互に関連し合って変動してい
1)ポーター (1980)pp.17-54参照。ポーターは，「1 業界の構造分析法」という章
において，「競争戦略をつくる際の決め手は，会社をその環境との関係でみることで
ある。会社の環境といっても非常に広く，経済的要因から社会的要因まで考えねば
ならないが，中心になるのは，会社が競争を仕掛けたり仕掛けられたりしている業
界である」と述ぺている。
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図1 サービス産業における業界競争とそれを取り巻く経営環
るという側面がある。そして，このような業界競争状況，技術革新の影響，
法規制の影響などが相互作用し合って，その業界における戦略的競争要因
が定まってきていると考えられる。サービス産業に属する企業が，このよ
うにして定まってきた戦略的競争要因をめぐって， どのような競争戦略を
展開しているのかについての分析も行いたい。
I 研究方法
サービス産業における業界競争状況と経営環境動向との関連を解明する
ため， 1994年 2月に，「非製造業におけるサービス改善と新サービス開発の
マネジメントに関する質問調査票」と名付けて実施した質問調査票調査を
通じて得られたデータを利用することにした。その質問調査票は， 日本の
非製造業に属する大企業261社に送付し，回答を依頼したものである。なお
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質問調査票のタイトルには「非製造業」という用語を用いていたが，本論
においては，非製造業という用語に代えて，サービス産業という用語を用
いることにした。なぜならばサービス経済化という動きが語られるときに
取り上げられて論ぜられる産業とは，従来「非製造業」と呼ばれてきた産
業であるからである丸
また質問票送付対象企業としては，そのサービス産業に属する各業種か
ら売上高上位の会社を選んだ。各業種毎に送付企業数を定めたが，（狭義の）サ
ービス企業に対する調査を一つの重点としたいという観点から，その他サー
ビスに属する企業への送付数が比較的大となっており，そのためこの業種分
野に属する企業の売上規模は他の業種分野に比して小となっている。送付
の宛先としては，『ダイヤモンド会社職員録』 (1991年版）を参照し，この
質問票の調査趣旨から言って妥当と思われる職位の方を選ぴ送付した丸
さらに，サービス産業企業がどのような新規事業展開を行っているかを
把握するため，「事業の発展の経緯や売上高の大きさなどの観点から，貴社
が本業と見なしている事業名をご記入下さい。次に， 1970年前後以降に創
業した新規事業のうち，代表的なもの一つの名前をお示しください」とい
う質問も行っておいた。このような一連の質問を含む質問調査票について，
70社から回答が得られた。回答率は， 26.8%であった。各業種毎の回答企
業数，各業種毎の新規事業の代表例，質問票送付企業数などを示したもの
が表1である。本論においては，ここで示したような業種からなる各社よ
2)電カ・ガスについては，物理的に実体のあるものを提供しているからサービス産
業と呼ぶことは妥当ではないと言う見解もある。しかしながら電カ・ガスについて
は，物理的に実態のあるものを製造・提供している以上，それらを非製造業と呼ぶ
ことも妥当ではない筈である。
3)「ダイヤモンド会社職員録全上場会社版J(ダイヤモンド社， 1991年版）を参照し，
各会社で企画部長，経営企画部長，経営企画室長，経営政策室長，社長室長，開発
室長，などの職にあり，取締役である方々を質問票送付の宛先の第 1候補とした。
該当する方がいない場合，以上の職にあるが取締役ではない方，また総務部長，業
務部長，情報システム部長，秘書室長などの職位の方を次の候補とした。
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表 1 アンケート回答企業のプロフィール
業種
回答企業数
回答企業の回答による新規事業の代表例
送付
(%) 企業数
卸売（商社など） 6 (19.3%) 海外商品開発事業，情報通信，エレクトロニクス 31 
関連
小売（百貨店） 4 (44.4%) 通信販売事業，高級専門店 ， 
4涜（スーパーなど） 6 (31.6%) コンビニエンスストアホ..:...ムセンクー，外食チェ 19 
ーン
銀行 4 (19.0%) 土地信託， リース業 21 
その他金融 2 (40.0%) クレジットカード 5 
保険 4 (30.8%) 損害調査，不動産，人材派遣 13 
証券 2 (13.3%) 投資顧問事業 15 
不動産 1 (9.1%) 回答例なし 11 
海運 3 (37.5%) 複合一貫輸送事業，コンビニサービス 8 
鉄道・陸運 8 (53.3%) カード事業，ジャズクラプレストラン，都市型 15 
CATV, 文化事業，プロ野球
陸運（宅配） 5 (71.4%) 引越，物流センター，飲食業，建築 7 
空運 2 (40.0%) 旅行業 5 
倉庫・運輸 2 (20.0%) 不動産業，冷蔵•青果物倉庫 10 
放送・通信 2 (33.3%) 放送以外のソフト製作事業 6 
電力 2 (22.2%) 電気通信事業 ， 
ガス（都市ガス） 3 (33.3%) 工業用ガス製造販売，建材小口卸売 ， 
その他サー ピス 14(20.6%) 68 
ホテル ビジネスホテル， リネンサプライ
ソフトウェア コンサルティング．システム運用支援
開発
合計 70(26.8%) 261 
り得られた業界競争状況，技術革新の影響，法規制の影響，各業界におけ
る戦略的競争要因などについての回答データを用いて分析を行うことにし
たい。
IV サービス産業を取り巻く経営環境
1 • サービス産業を取り巻く業界競争
(1)業界競争の特色
まず経営環境の中でも，各企業が直面している業界競争の側面に目を向
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けることにした。すなわち，この業界競争の各傾向についての情報を得る
ため，サービス産業企業の本業と代表的新規事業の業界競争における価格
競争の程度，品質競争の程度，政府規制による行動の拘束の程度，サービ
スの陳腐化の速さ，新サービスによる代替の程度，新規参入の起こり易さ，
などについて質問調査票の中で質問しておいた。なお，以上の諸側面の程
度がどのようなものであるかを評価するにあたっては， 1=非常に低い，
2=やや低い， 3=中程度， 4=やや高い， 5=非常に高い， という評価
尺度を用いることにした。その結果は表2に示した通りである。
表2 業界競争の特色
業界競争の特色 本業 新規事業
価格競争の程度 3.5 3.7 
品質競争の程度 3.6 3.8 
政府規制による行動の拘束の程度 3.8 2.8 
サービス陳腐化の速さ 2.9 3.3 
新サービスによる代替の程度 2.6 2.8 
新規参入の起こり易さ 2.3 3.2 
その表2から読みとれることを，まず本業について検討していきたい。
サービス産業の本業における業界競争についての最も顕著な特徴とは，政
府規制による企業行動の拘束の程度が高いことである 4)。また次に目につ
く特徴は，価格競争の程度が高いこと，また品質競争の程度も高いことで
ある。これらの側面は，サービス産業をめぐる現在の競争のあり方につい
てのものであると言うことができる。
ところが，他方において，サービス陳腐化のスピードは必ずしも速くな
く，新サービスによる代替の程度もあまり強くない。さらに新規参入もか
なり起こりにくいようであった。これらの側面は，サービス産業をめぐる
4)特に，銀行，証券，電力などの業種は，質問調査票調査当時 (1994年）において
は，かなりの程度，各種規制によって経営行動が制約されていた面があった。もし，
2001年現在で，調査を再び行えば，当時と異なった回答が得られる可能性は大いに
あると，思われる。
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現在の競争の構図の変化に関わるものであると考えることができる。この
ような現在の競争の構図の変化に関わる，サービス陳腐化の起こりにくさ，
新サービスによる代替の程度が低いこと，新規参入の起こりにくさという
側面は，実のところ，政府規制による企業行動の拘束の程度が強いという
側面からもたらされているのではないかと思われた。
すなわち，価格競争，品質競争などをめぐる競争はある程度存在するが，
その競争の構図の変化を伴うようなダイナミックな変化には乏しい。現行
の競争の厳しさにもかかわらず，現行競争の構図変化という動向が見られ
ないという裏腹の関係は，規制によって行動が拘束される程度が強いとい
う側面によって関連づけられているのではないかと推測されるのである。
(2)業界競争状況変数相互の相関
このような推測がどの程度妥当するのかを調べるため，業界競争状況の
各側面についての評価点が相互にどのような相関を持っているのかについ
て相関分析を行った。その結果は，表3に示した通りである。
表3 業界競争状況変数相互の相関係数
~ 業界競争状況 新サービ価格競争 品質競争政府規制 サ陳腐ー化ビス スによる 新規参入代替
価格競争 1.00 
品質競争 0.65*** 1.00 
政府規制 -0.46*** -0.23* 1.00 
サービス陳腐化 0.23* 0.31** -0.06 1.00 
新サーピスによる
0.01 0.02 -0.10 0.38*** 
代替
新規参入 0.58*** 0.46*** -0.47*** 0.28** 0.11 1.00 
* P<0.1 ** P<0.05 *** P<0.01 で有意。
その結果，政府規制の程度と，価格競争の程度および品質競争の程度と
の間には有意な負の相関関係が見出された。このことは政府規制がなけれ
ば，価格競争や品質競争の程度はより強いものとなっていたのではないか
ということを示唆するものである。また，政府規制による企業行動の拘束
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の程度と新規参入の程度との間にも，強い負の相関が見出された。このこ
とは政府規制の程度が強い産業においては，新規参入が抑制されがちであ
るという関係を示唆するものであると言えよう。
このように政府規制の程度は新規参入の程度に影響するのに，政府規制
の程度とサービス陳腐化の速さとの間，さらに政府規制の程度と新サービ
スによる代替の程度との間には明確な相関は認められなかった。とは言っ
ても新規参入の程度とサービス陳腐化の速さの程度とは統計的に有意な正
の相関を示していたし，サービス陳腐化の速さの程度と新サービスによる
代替の程度とも統計的に有意な正の相関を示していた。これらのことは，
政府規制による行動拘束の程度が強いため，新規参入が生じず，新規参入
が生じないため，サービス陳腐化も生まれにくくなっていること，さらに
サービス陳腐化が生まれにくくなっていることのため，新たなサービスに
よる代替が生じにくくなっているというような諸関連の存在を示している
ように思われた。要するに，政府規制の程度の強さが，新規参入の起こり
難さ，サービス陳腐化の起こりにくさ，新サービスによる代替の起こりに
くさなどを次々と引き起こしている根本的原因になっていると考えてよい
ようであった。
このように，政府規制による行動拘束の強さが，競争をめぐる構図の変
化を遅らせていると言えるし，政府規制による行動拘束の程度の強さが価
格競争，品質競争の程度も低めているようであったが，実際には価格競争，
品質競争自体の強さの程度は，ある程度厳しいものであるように見えたと
言うことは既に述べたとおりである。
このような姿は，各社の新規事業についてはどうなっていたであろうか。
表2において示された各企業の新規事業についての業界競争の諸側面を見
ると，各企業が新規事業展開をする場合には，政府規制による行動拘束の
程度がより弱い事業領域へと進出しており，それを反映して，そういう業
界では新規参入の起こり易さは本業に比べるとやや高く，またサービス陳
腐化の速さ，新サービスによる代替の程度もやや高いことが分かった。そ
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して，以上の状況を反映して，価格競争と品質競争の程度は，ともに本業
より強いものとなっていた。
以上の検討をふまえて，サービス産業の業界競争状況を次のように整理
したい。まずサーピス産業における本業の部門については，価格競争と品
質競争がある程度展開されている。ただし，規制による行動拘束の程度が
強いと価格競争，品質競争ともに，その程度は緩やかなものとなる。また，
逆に，規制による行動拘束の程度が弱いものであれば，近い将来において
新規参入や新サービスによる代替などの動きが現われ，現在の競争のあり
方を劇的に変えるような動きが現われやすい。そして，現実にこのような
現在の競争のあり方を変えるような動きが現れたときには，現サービスは，
サービス陳腐化を起こすことになると思われる。このように，競争には，
既存の現サービスをめぐるものと，将来の新サーピスをめぐってなされる
ものとがあり，その二つの側面をつなぐ動きとして政府規制による行動の
拘束の程度が強いかどうか，またそれとともに現サービスの陳腐化のスピ
ードの程度が速いかどうかということがらがあると考えられた。
(3)業種毎の業界競争状況
次に，業種毎の業界競争状況の諸側面を示したものが表4である。表4
から言えることは，サービス産業には全般的に法規制による行動拘束の程
度が強い部門が多いが，法規制による行動拘束の程度が比較的弱い卸売（商
社），小売り（スーパー）．その他金融，海運，その他サービスなどの部門も
存在するということである。
また，法規制による行動拘束の程度が強い部門についても，価格競争や
品質競争の程度が低い銀行，鉄道，電力，ガスなどの部門と，価格競争と
品質競争の程度が高い小売り（スーパー），金融，運輸，放送・通信などの
部門が存在することが分かった。特に，価格競争と品質競争の程度が強い
という後者のグループについては，技術革新の程度が速いため競争の程度
が強くなっている放送・通信などと，消費者のニーズの変化の速さのため
48 (482) 第 45巻第 6 号
に競争の程度が強くなっている小売りなどの部門とに分けることができる
と思われた。
なお表4においては，価格競争の程度など業界競争状況を示す側面が業
種毎にどれ程異なるのかを示す統計量としてF値を表示している。この値
が大であるほど，業種毎の業界競争状況の差異が著しいことを意味してい
る。
表4 業種毎業界競争状況
了 サービス 新サービ 新規参入 政府規制価格競争品質競争 の陳腐化 スによる の起こり による行の程度 の程度 速さ 代替の程易さ 動の拘束の 度 の程度
卸売（商社） 4.0 4.2 2.8 2.7 2.7 2.7 
小売（スーパー） 4.3 4.3 3.5 2.8 3.2 4.5 
銀行 3.8 3.8 3.5 3.0 2.5 4.0 
その他金融 5.0 5.0 2.5 2.5 2.5 1.5 
保険 1.3 1.8 2.8 3.0 1.3 4.8 
証券 2.5 3.5 3.0 3.5 2.0 5.0 
不動産 3.0 4.0 3.0 3.0 5.0 2.0 
海運 5.0 3.7 2.7 3.0 4.7 3.0 
鉄道 2.3 2.8 2.0 2.4 1.1 4.9 
陸運（宅配） 3.8 4.0 2.2 1.6 2.2 4.0 
空運 3.0 4.5 3.5 2.5 1.5 5.0 
倉庫・運輸 4.0 3.5 3.5 2.5 2.5 4.0 
放送・通信 4.0 5.0 5.0 4.0 1.0 4.5 
電力 3.0 3.5 1.5 2.0 1.5 4.5 
ガス 2.7 2.7 2.0 2.7 1.3 4.7 
その他サービス 4.0 3.9 3.0 2.6 2.9 2.6 
F値 2.4*** 2.16** 1.85** 1.14 *** 3_25••· 4.17*** 
* P <0.1 * * P <0.05* * * P <0.01 で有意。
2. 技術革新の影響
(1)各種新技術の影響
サービス業における業界競争状況を取り巻く経営環境動向として無視で
きないのが，様々な技術革新の影響である。すなわち，製造業においては，
各社の技術力のレベルが，ただちに競争力のレベルに反映され，業界にお
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ける生存に関わるものとなってきているが，サービス業においても各種の
技術革新の成果をいかにして効果的に取り入れるかが重要な課題となって
きた。特に近年の IT(情報技術）をいかにしてサービス経営の中に組み
込むかは極めて重要な戦略的課題となってきていると言えよう。
筆者の実施したアンケート調査においても，各種の技術革新がサービス
産業活動にどの程度の影響を与えているかについて質問していた。その際，
技術革新を大きく電子・情報系，物質・材料系，生命科学系，社会システ
ム系技術と区分したうえで，それぞれの系について，いくつかの技術領域
をさらにリストアップし，それらがサービス産業の事業運営やサービス活
動に対して及ぽしている影響の程度を評価してもらった。その際， l=非
常に低い， 2=やや低い， 3=中程度， 4=やや高い， 5=非常に高い，
という評価尺度を用いて評価してもらった。その結果は，表5に示した通
りである。
表5 各種新技衛の影響
技術革新の影響
［電子・情報系］
マイクロエレクトロニクス
コンピュータ・ハードウェアと周辺機器技術
コンピュータ・ソフトウェア
オプトエレクトロニクス
通信技術
メカトロニクス
［物質・材料系］
ファイン・ケミカル
微細加工技術
資源・エネルギー技術
新索材技術
［生命科学系］
医療器具・診断技術
バイオテクノロジ一
［社会システム系］
輸送関連技術
廃棄物処理技術
本業 I新規事業
????
．．．．?
?????．．．．．??
???
•••• 
????． ． ??
??． ． ????． ． ??
?????． ． ??
ここでは，サービス産業に大きな影響を与えている技術領域として，電
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子・情報系技術と社会システム系技術とをあげることができる。ここで，
電子・情報系技術としては，マイクロエレクトロニクス，コンピュータ・
ハードウェアと周辺機器技術，コンピュータ・ソフトウェア，オプトエレ
クトロニクス，通信技術などをとりあげて評価してもらった。また，社会
システム系技術としては，輸送関連技術と廃棄物処理技術をとりあげて評
価してもらった。物質・材料系技術に関しては，資源・エネルギー技術が
やや高い評価を得ていた以外は，一般にその影響の大きさについての評価
点は低いものが多かった。
(2)業種毎技術革新の影響
なお，各業種毎の技術革新の影響を示したものが表6である。なお，そ
の表において，各技術領域の影響が業種毎に異なる度合いを統計的に示し
たものが表下部のF値である。 F値の数値に＊印を付し，その＊の数によ
って統計的な有意性の水準を示している。その表6から見る限り，電子・
情報系技術が多くの業種に広汎な影響を及ぼしているように思われた。た
だし，例外としては，小売り（百貨店），不動産，鉄道，電力などがあげら
れるようであった。これら以外の卸売（商社）と小売（スーパー）などの
流通部門，銀行，その他金融，保険，証券などの金融部門，海運，陸運（宅
配），空運，運輸・倉庫などの運輸部門，放送・通信，ガスなどのインフラ
部門，その他サービス部門などのそれぞれが，コンピュータ・ハードウェ
アと周辺機器技術，コンピュータ・ソフトウェア，オプトエレクトロニク
ス，通信技術などによって，そのサービスの事業運営やサービス活動に大
きな影響を受けているようであった。
次に，資源・エネルギー技術が大きな影響を与えていた業種には，海運，
陸運（宅配），放送・通信，電力，ガスなどの業種があることが分かった。
また新索材技術は，卸売（商社），放送・通信などの業種に大きな影響を及
ぽしているようであった。
また輸送関連技術が大きな影響を及ぽしていた業種としては，卸売（商
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表 6 各業種毎の技衛革新の影響
技附革新瞑Iマコ周コ技オ 通 メ フ ! 資i 医 バ 輸 i 
イン辺ン術プ I カア 源 板イ送
クピi ピト トイ 器オ I 口ユュエ ロン エ 具ァ
工 I I レ ニケネ ク理
クレハタ タソ クト スク カミ f 術 ルギ i ノロ 技術
卜 k フロ ル 1 ジ
ロトニ 技 I 
ニウク 術
業種 クァエ ェ ス
ス．ア
卸売（商をI:) 4.0 4.7 4.8 3.7 4.3 3.5 3.8 3.5 3 3 3 8 2 5 3.5 4.3 4.2 
小売（百貨店） 2.3 3.0 2.5 1.3 2 3 1.5 1.0 1.0 1 3 2 0 1.0 1.3 2.5 1.5 
小売（スー,,_—) 3.6 4. 7 4.8 3.0 4.3 3.6 1.8 2.0 2.8 2.3 1.3 2. 7 4.4 3.6 
銀行 3.5 4.3 4.0 2.5 3.3 2.5 1.3 1.5 1.5 1.3 1.0 1.0 2.3 1.0 
その他金融 3.0 5.0 5.0 5.0 4.5 2.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
i呆杓食 3.0 5.0 5.0 3.5 4.3 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.3 1.0 3.3 2.3 
証券 2.5 4.0 3.0 3.5 3.0 4.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
不動産 1.0 1.0 1.0 1.0 2.0 1.0 3.0 1.0 3.0 3 0 1.0 1.0 2.0 1.0 
海運 2.0 3.0 3.0 2.3 5.0 3.0 1.9 2.0 5.0 2 9 1.0 1.0 5.0 3.3 
鉄道 2.6 3.3 3.5 2.8 3.4 3.0 1.8 1.6 2.5 2.4 1 1 1.1 4.5 1.8 
陸運（宅配） 2 8 4.4 4.4 1.3 4.8 3.3 I 5 1.3 3.8 2 3 I O 1.0 4.6 2.8 
空巡 3.0 4.5 5.0 3.0 3.0 3.0 1.0 1.0 2.5 1.5 1.0 1 0 3.0 3.0 
倉廊・運輸 1.0 3.5 4.0 2.0 30 4.5 20 1.0 2.5 10 20 1.0 4.5 3.5 
放送・通信 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 3.0 1 0 3.0 4.0 4 5 1 0 1.0 4.5 1.5 
電力 3.0 3.0 3.0 3.0 3 0 2.5 1.0 1.0 4.5 3.0 1.0 1.5 1 0 4.0 
ガス 3.3 4.3 4.7 2.0 4.0 3 0 2.3 2.0 4.7 3 3 2 3 2.0 3.0 3.3 
その他サーピス 3.3 3.8 4.2 3.2 3.7 3.0 2.1 I 8 2.0 2.5 1.8 1.5 3.3 2.9 
... ... . .. . ... .. ... ... ... ... .. 拿 拿攀劇
Fl直 1.15 3.53 4.52 1.82 2.31 1.82 2.48 2 34 4.64 2.67 1.49 3.73 4.42 2.70 
* P <O.l * * P <0.05* * * P <0.01 で'Ii意。
社），小売（スーパー），海運，鉄道，陸運（宅配），倉庫・運輸，放送・通
信などがあった。さらに廃棄物処理技術が強い影響を及ぽしていた業種と
しては，卸売（商社），小売（スーパー），倉庫・運輸，電力などの業種が
あった。
以上でとりあげた業種については，たとえ，規制によって行動が拘束さ
れている程度が強いとしても，様々な技術革新による剌激をふまえて，様々
な形での競争が生じ始めている可能性があると思われた。
3 . 法規制の影響
法規制のあり方もサービス産業における競争のあり方を碁本的に決定づ
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けていると思われる。たとえば，銀行は銀行法によって，また保険会社は
保険業法によって事業の展開が規制されてきた。なお，銀行については，
1993年4月の「金融制度及び証券取引制度の改革のための関係法律の整備
等に関する法律」の成立により，業態別子会社方式を用いた銀行・証券両
業務間における相互参入や地域金融機関の信託業務への本体参入が可能と
なった。また保険については， 1996年4月の半世紀ぶりの全部改正となる
「保険業法」及ぴ「保険業法の施行に伴う関連法律の整備等に関する法律」
によって，生損保兼営禁止の原則は維持するものの，生命保険会社は損害
保険会社の50%超の株式を取得することができ，損害保険会社も生命保険
会社の50%超の株式を取得することができるという法改正にもとづいて子
会社方式を用いた生・損保兼営が可能となった。
小売（スーパーなど）については， 1992年に大規模小売店舗法およぴ関
連四法が改正された。それにより，大型店の出店調整期間が短縮されたほ
か，大型小売店の輸入品売り場については， 1000平方メートル以下での設
置の自由化，などの規制緩和がなされた。この改正以後，大規模店舗の出
店以外にも，中堅の小売り店の出店，営業時間の延長等が見られるなど競
争が活発化してきたと思われる。
電力については， 1995年に電気事業法が大幅に改正され，売電事業に電
力会社以外の新規参入が認められた。この売電事業に対して，すでに自家
発電で経験と実績のある鉄鋼，石油精製，セメント製造，紙・パルプ産業
などが参入を考えていると伝えられており，電力会社はこのような動きを
ふまえて経営を行っていく必要が生じてきていると思われる。
以上で述べたような各業界の競争行動の枠組みを定める業法についての
法規制の変化が見られる一方，個別の業界に関連した業法の変化ではなく，
商法や独占禁止法など，すべての業界に関連する法規制についての変化も
見られるようになってきた。すなわち，近年の法規制の変化は，業法に関
する変化としては，個々の業界における規制緩和を通じて競争促進を図る
と言うものであるが，商法や独占禁止法など全般的な枠組みについては，
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社会的不公正が顕在化したり，競争の行き過ぎが起こらないようにとの配
慮からの様々の規制改革がなされてきたと言うことができる。こうした
様々な法規制をめぐる動きを表7にまとめた。
企業としても，業法の変化に対応しては，激化する競争に対応するとと
もに，法の枠組みに関する変化については競争行動の行き過ぎがないよう
に注意しなければならなくなってきていると言えよう。
表7 法規制の変化
法の枠組みに関する変化 業法に関する変化
日米構造協議 電気通信事業法，日本電信電話株式会社法
1990年
物流二法
1991年
独占禁止法流通取引慣行
ガイドライン
1992年
大規模小売店舗法および関連四法
1993年
改正商法
金融制度改革関連法（銀行業務と証券会社業務の
相互参入）
1994年
新不正競争防止法
1995年 電力事業法改正
製造物責任法
1996年 保険業法改正（損保と生保相互乗り入れ）
4. 戦略的競争要因
(1)戦略的競争要因としての評価
サービス産業における業界競争状況は，既存の競争業者との競争や，将
来的な新規参入業者に対する対応などの諸側面，技術革新の影響，さらに
法規制による行動拘束のあり方など多様な要因の影響のもとにあると言え
る。このように多様な要因の相互作用のもとで，その業界で競争優位を得
るのにもっとも効果的な要因が何であるかが決まってくる。本論において
は，そのような業界競争で競争優位を勝ち得るのに決め手となる要因のこ
とを「戦略的競争要因」と呼ぷことにしたい。そのような戦略的競争要因
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の候補として，「高い品質のサービスの提供」，「競争的価格でのサービスの
提供」，「販売促進活動の必要性」，「継続的新サーピス導入」，「サービス拠
点の整備・維持」，「情報処理システムの充実」などを想定し，質問調査票
において，それぞれの項目の戦略的競争要因としての重要性を評価しても
らった。なお，重要性の評価にあたっては， l=非常に低い， 2=やや低
い， 3=中程度， 4=やや高い， 5=非常に高い， という評価尺度を用い
て評価してもらった。その結果は，表8に示された通りである。
表8 戦略的競争要因としての評価色
戦略的競争要因 本業 新規事業
高い品質のサービスの提供 4.4 4.6 
競争的価格でのサーピスの提供 3.9 4.0 
販売促進活動 3.9 4.2 
継続的新サービス導入 3.9 3.7 
サーピス拠点の整備・維持 3.9 3.9 
情報処理システムの充実 4.3 4.0 
表8に示されたその結果から，「高い品質のサービスの提供」が，戦略的
競争要因として最も高い評価を与えられていることが分かった。また，そ
れに続いて「情報処理システムの充実」も高い評価を与えられていること
が分かった。さらに，「競争的価格でのサーピスの提供」，「販売促進活動の
必要性」，「継続的新サービス導入」，「サービス拠点の整備・維持」なども
比較的高い重要性を与えられていることが分かった。
(2)業種毎の戦略的競争要因の評価値
以上の分析は，サービス産業全般についてのものであったが，表9にお
いて，業種毎の戦略的競争要因の重要性の程度を示した。その表9より，
「競争的価格でのサービスの提供」という側面は，百貨店，保険，証券．
鉄道，放送・通信，電力などの業種において，戦略的競争要因としてはあ
まり重視されていないことが分かった。また，電力，鉄道については，「高
い品質のサービスの提供」という側面も戦略的競争要因としてそれほど重
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表9 業種毎の戦略的競争要因
~ 業種 高い品質 競格争で的の価サ 販売促進 継続的新 サーピス 情報処シのサーピ ビ 活動の必サービス拠点の整ステムのースのスの提供 提供 要性 導入 備・維持充実
卸売（商社） 4.7 4.5 3.8 4.5 4.3 4.7 
小売（百貨店） 4.3 3.5 3.5 2.8 3.3 4.5 
小売（スーパー） 4.5 4.7 4.3 4.0 4.9 4.7 
銀行 4.5 4.3 4.3 3.8 3.8 4.8 
その他金融 5.0 4.0 5.0 4.0 3.5 5.0 
保険 4.3 1.8 5.0 4.3 4.5 4.8 
証券 5.0 3.0 4.5 4.0 4.5 4.5 
不動産 5.0 5.0 5.0 3.0 1.0 3.0 
海運 4.0 5.0 3.3 4.0 3.3 3.7 
鉄道 3.6 3.0 2.6 3.8 4.1 3.5 
陸運（宅配） 5.0 4.2 4.6 4.0 4.8 4.8 
空運 5.0 4.5 3.5 4.5 3.5 4.0 
倉庫・運輸 4.0 4.0 2.5 4.0 4.0 4.5 
放送・通信 5.0 3.5 4.5 4.0 2.5 3.5 
電力 2.5 3.5 3.0 2.5 2.5 3.5 
ガス 4.3 4.0 4.3 3.7 4.0 4.7 
その他サービス 4.6 4.6 4.0 4.0 3.9 4.4 
F値 1. 76* 2.34** 3.04*** 1.23 4.40*** 2.49 
* P<O.l ** P<0.05 *** P<0.01で有意。
視されていないことが分かった。これらの業種については，サービスの公
共性という側面が強調され，価格や品質をめぐる競争という視点が重要視
されにくいのであろう。
また，百貨店，保険，証券，放送・通信については，「競争的価格でのサ
ービスの提供」という側面よりも，「高い品質のサービスの提供をめぐる競
争」という側面がより重視されているように思われた。また「販売促進活
動の必要性」は，倉庫，鉄道，などにおいて戦略的競争要因としてあまり
評価されていなかったようであった。その代わり，これらの業種において
は，「サーピス拠点の維持・整備」が戦略的競争要因として重視されている
ようであった。
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5. 業界競争状況，技衛革新の影響，戦略的競争要因の相互関連
(1)業界競争状況と技術革新の影響との関連
以上で，サーピス産業における業界競争状況がどのようなものであるか，
また技術革新の影響の程度はどのようなものであるのか，また法規制の変
化の動き，また戦略的競争要因として重視されているのはどのようなもの
か，などを明らかにしてきた。ここでは，以上の諸側面の相互関連を明ら
かにしていきたい。
まず，業界競争状況と技術革新の影響との関連を明らかにしたい。その
ため両者の間の相関係数を計算し，それを表10に示した。その相関分析を
通じて分かったことは，技術革新の程度がサービス陳腐化の程度や代替可
能性の程度に及ぽす影響には大なるものがあるということである。この両
者以外では，メカトロニクスと新索材技術が価格競争の程度に，またコン
ピュータソフトウェアが品質競争の程度に影響を及ぽしていた。しかしな
がら，これらの技術革新の影響は，政府規制の程度と全く関連性を示して
いないようであった。さらに，技術革新の程度と規制による行動拘束の程
表10 業界競争状況と技衛革新の影響との関連
枝稽革新領域 マイ コンi !コン技術 プオ I メカ フア 微血m i資原！ ＇ バイ 輸送 ! 
クピピト トイ皿加 オ i 口ユュエ ロン エ -,一
工 I I レ ニケネ ク
レタタク クミ i術ル 晶魯 ノ 翌クハソト スカ ギ ロ ,術,. 
ト L1• フロ ル l ジ
口ゥR トニ 技 I 
業界ニェウク 術
競争状況 クァ エ スス，. ア
＊ ＊ 
価格競争 0.04 0.09 0.19 0.13 0.20 0.22 0.20 0.15 0.15 0.24 -0.07 0.16 0.19 0.09 ． 
品質競争 0.20 0.15 0.23 0.10 0.16 0.16 -0.03 0.11 0.12 0.12 -0.19 0.12 0.04 0.09 
政府規制 0.02 0.02 0.00 -0.04 -0.01 0.03 -0.17 -0.12 0.07 -0.16 -0.05 -0.04 0.03 -0.14 
サーピス陳 ． ． ． ． ． 
腐化 0.30 0.28 0.22 0.26 0.19 0.23 0.03 0.11 -0.15 0.08 0.04 0.04 0.02 0.03 
掌寧＊掌拿＊寧拿 寧
代替可能性 0.28 0.22 0.23 0.42 0.20 0.18 0.07 0.18 0.08 0.14 0.13 -0.08 -0.03 0.21 
新規参入 0ー.00-0.04 -0.05 -0.08 0.12 0.19 0.13 0.13 0.08 0.02 0.03 0.14 0.00 0.18 
* P <O.l * * P <0.05 * * * P <0.01で有意。
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度とに関連性がないためかも知れないが，技術革新の影響と新規参入の程
度とも全く関連を示していないことが分かった。すなわち，通常のケース
においては，技術革新の影響が強い場合には，新規参入の程度は大いに高
まっても不思議ではないはずなのにである。それにもかかわらず，この両
者の間に相関が見られなかったのは，技術革新の影響にもかかわらず，政
府規制による行動拘束の程度が強いという状態が固定化されてしまってい
るからではないかと思われた。
(2)技術革新の影響と戦略的競争要因との関連
次に，技術革新の影響と戦略的競争要因との関連を調べるべく，相関分
析を行った。その結果は，表11に示されるようなものであった。その結果
を見ると，電子・情報系技術だけでなく，それ以外の各種の技術革新が継
続的新サービス導入を戦略的競争要因とさせるのに寄与しているように思
表1 戦略的競争要因と技衛革新の影響との関連
暉革新領域 マイ コンi aコン技術 プオ I メヵ ファ 微<m 資源 i 新I パイ 輸送 i 
クピピト トイ..,加 オ i 
口ユュエ ロン エ 7" 一
工 I I レ ニケネ ク
レタタク クミ I術ル 翡畠 ノ 翌
クハソト スカ ギ ロ '術"-
卜 i フロ ル 1 ジ
ロトニ 技 l 
戦略的ニウク 術
競争要因 クアエ ェ ス
ス．ア
高い品質の ．．． ．．． ．＊ 
サーピス提 0.13 0.35 0.43 0.11 0.26 0.15 -0.08 0.05 -0.04 0.08 -0.08 0.10 0.00 0.02 
供
競争的価格 ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊ ＊＊ ＊・
でのサーピ 0.02-0.03 0.06 0.07 0.14 0.26 0.29 0.19 0.22 0.31 0.01 0.24 0.27 0.21 
ス提供
販売促進活 .. ... . 拿
動 0.12 0.26 0.33 0.10 0.22 -0.22 -0.05 0.01 -0.06 0.01 0.13 0.18 -0.14 -0.06 
継続的新サ . ... .. .. ... . ... 
ーピス導入 0.10 0.21 0.35 0.27 0.14 0.19 0.18 0.27 -0.05 0.02 0.25 0.29 0.24 0.39 
サーピス拠 ．．＊・ ・事● ●● 
点の整備• 0.01 0.20 0.34 0.04 0.18 0.17 0.20 0.24 -0.09 -0.02 0.21 0.25 0.41 0.26 
充実
情報処理シ ．．． ＊＊＊ ●●＊ ＊＊ ＊ ＊ 
ステムの充 0.34 0.59 0.50 0.20 0.30 0.24 -0.07 0.01 -0.22 -0.03 0.17 0.18 -0.15 0.22 
実
* P <O.l * * P <0.05 * * * P <0.01 で有意。
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われた。ただし，何といっても電子・情報系技術の影響が強いときは，高
い品質のサービス提供，販売促進活動，継続的新サービスの提供，情報処
理システムの充実など多様な内容の戦略的競争要因が生み出されているよ
うであった。
他方，ファインケミカル，資源・エネルギー技術，新索材技術，バイオ
テクノロジー，輸送関連技術など，電子・情報系技術以外の技術革新の影
響が強いときは，競争的価格でのサービス提供が戦略的競争要因となるよ
うであった。また，輸送関連技術と廃棄物処理技術における技術革新の影
響が強いときには，サービス拠点の整備・充実が戦略的競争要因として重
視される傾向があることが分かった。輸送関連技術や廃棄物処理技術にお
ける技術革新の影響が強いという業種については，そもそも空間的な広が
りの中で物的なものを移動させたり，提供したりするというサービス活動
を行っているという現状があることを意味し，それゆえサービス拠点の整
備や充実が戦略的競争要因として重視されることになっていると思われ
り 0
(3)業界競争状況と戦略的競争要因との関連
各社が何を戦略的競争要因と考えるかは，各社が属する業界における競
争状況によって左右されると考えられる。そこで，業界競争状況と戦略的
競争要因との間にどのような関係があるのかを明らかにするため，各企業
の本業における業界競争状況の諸側面と戦略的競争要因としての重要性の
度合いとの相関分析を行い，その結果を表12に示した。その表12から，市
場における品質競争の程度並ぴに市場における価格競争の程度と，品質が
戦略的競争要因として重要である度合との間に正の相関が見いだされた。
またサービス陳腐化の速さならびに新規参入の脅威の高さと，品質が戦略
的競争要因として重要なものである度合との間にも正の相関があることが
分かった。これはサービス陳腐化や新規参入の脅威がある場合には，高い
品質を維持することが長期的な競争力を維持するうえで重要であることを
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表12 本業における業界競争状況と戦略的競争要因との相関
~ 業界競争状出 高品質 価格 販売促進 新サーピサーピス情報処理ス 拠点 システム
価格競争 0.46*** o.so••• 0.21• 0.18 -0.07••· 0.11 
品質競争 0.46*** 0.47*** 0.20 0.16 -0.01 0.23* 
政府規制 -0.25•• -0_41••·0.05 -0.01 0.26** -0.14 
サーピス陳腐化 0.31** 〇.10 0.11 0.26** -0.03 0.22* 
代替可能性 0.18 -0.04 0.13 0.35*** 0.00 0.00 
新規参入 0.35*** 〇 _55••·0.12 0.15 -0.11 0.18 
* P<0.1 ** P<0.05 *** P<0.01で有意。
示唆するものであろう。
他方で，政府規制の程度が強い場合には，品質競争が戦略的競争要因に
なることは少ないという結果も得られた。これは規制された業界では，高
い品質の維持を行おうとするインセンテイプが低いものにとどまるという
ことである。さらに逆に言えば，政府規制の程度が低い程，高い品質が戦
略的競争要因として重要なものとなる可能性が高くなるということであ
る。
また当然のことながら市場における価格競争の程度は，価格が戦略的競
争要因として重要なものである程度と強い正の相関を持っていた。さらに，
市場における品質競争の程度並びに新規参入の脅威の高さも，価格が戦略
的競争要因として重要である程度と正の相関を持っていることが分かっ
た。しかしながら，政府規制の程度は価格が戦略的競争要因として重要で
ある程度と負の相関を持っていることがわかった。これは規制の強い業界
では，品質競争についてと同様，価格が戦略的競争要因として重要なもの
となる可能性は少ないということである。
また価格競争の程度と，販売促進活動が戦略的競争要因として重要なも
のである程度とは正の相関を持ち，さらにサーピスの陳腐化しやすさ並ぴ
に代替の可能性の脅威の程度と新サービス提供が戦略的競争要因として重
要なものである度合とも正の相関を持つことがわかった。また，政府規制
の強さの程度と，サーピス拠点確保が戦略的競争要因として重要である程
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度との間にも正の相関があることもわかった。さらに，品質競争の程度並
ぴにサーピス陳腐化の速さと，情報処理システムが戦略的競争要因として
重要である度合とも正の相関を持つことがわかった。これは，品質競争の
程度が厳しかったり，サービス陳腐化のスピードが速い業界にあっては，
情報処理システムの充実を図ることが競争上重要なものとなるということ
を示していると言えるであろう。
V 結論
以上でサービス産業における業界競争状況と，それを取り巻く経営環境
の動向としての技術革新の影響や規制緩和の動向などを見てきた。その結
果分かったことは，サービス産業の業界競争状況を特色づけている第 1の
側面として，法規制による行動拘束の程度が強いということがあげられる
ということであった。このような側面があるため新規参入が生じにくく，
サービス陳腐化も生じにくくなり，ダイナミックな競争構造の変化が生じ
にくくなっているようであった。確かに，ある程度，価格競争と品質競争
が見られるようであったが，もし規制緩和がより一層なされたならば，ょ
り活発な価格競争と品質競争が見られるであろうと思われた。
また技術革新の影響としては，何よりも，電子・情報系技術の影響が広
汎に見られた。それは，まさに経済社会の多くの部門で情報化，ソフト化
が進行しているためであると思われる。また，それとは対照的に，資源・
エネルギー技術が大きな影響を及ぽしている部門も存在した。それは，海
運，陸運（宅配），放送・通信，電力，ガスなどの業種であった。また輸送
関連技術が大きな影響を及ぽしている業種としては，卸売（商社），小売（ス
ーパー），海運，鉄道，陸運（宅配），倉庫・運輸，放送・通信などがあっ
り，さらに廃棄物処理技術が強い影響を及ぼしていた業種としては，卸売
（商社），小売（スーパー），倉庫・運輸，電力などの業種があることが分
かった。これらの業種については，たとえ，規制によって行動が拘束され
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ている程度が強いとしても，様々な技術革新による刺激をふまえて，様々
な形での競争が生じ始めている可能性があると思われた。
法規制の面でも，近年様々な規制緩和がなされてきているということを
明らかにした。このように，技術革新の影響や規制緩和などの経営環境諸
動向の相互作用の結果．その業界での競争の決め手となる戦略的競争要因
が決まってくることも述べた。ただし，現実には，技術革新の影響が規制
緩和にただちにはつながっていないこと， したがって技術革新の影響は，
既存の競争業者との品質競争，価格競争，販売促進活動競争の激化として
のみ現れていること，などを明らかにした。このように，規制緩和のスピ
ードがそれ程十分でなかった1994年当時のサーピス産業においては，継続
的新サーピスの導入ということが戦略的競争要因となるよりも，高い品質
のサービス提供，サービス拠点の整備・充実，情報処理システムの充実な
どが戦略的競争要因となることが多かったということが分かった。このこ
とは，現在生じ始めており，また今後もより一層活発に取り組まれるであ
ろう規制緩和がより本格的になされるならば現在の姿とは異なった競争像
が現れることを示唆するものではないかと思われる。
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